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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】－３０℃以下での低温出力特性、４５℃以上の高温でのサイクル特性に優れた非
水電解液電池用電解液、及びこれを用いた非水電解液電池の提供。
【解決手段】非水溶媒、溶質、及び、特定の構造の２価のイミドアニオンを有する塩を含
有する、非水電解液電池用電解液、及びこれを用いた非水電解液電池。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
非水溶媒、溶質、及び、少なくとも１種の下記一般式（１）～（４）で示される２価のイ
ミドアニオンを有する塩を含有することを特徴とする、非水電解液電池用電解液。

［式（１）～（３）中、Ｒ１～Ｒ３ はそれぞれ互いに独立して、フッ素原子、炭素数が
１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニルオキシ基
、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアルコキシ基、
シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から選ばれる有
機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在することもできる
。
式（２）及び（４）中、Ｘは、フッ素原子、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のア
ルキル基、炭素数が２～１０のアルケニル基、炭素数が２～１０のアルキニル基、炭素数
が３～１０の、シクロアルキル基、シクロアルケニル基、炭素数が６～１０のアリール基
、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニ
ルオキシ基、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアル
コキシ基、シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から
選ばれる有機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在するこ
ともできる。Ｍ１、Ｍ２はそれぞれ互いに独立して、プロトン、金属カチオンまたはオニ
ウムカチオンである。］
【請求項２】
前記イミドアニオンを有する塩が、少なくとも一つのＰ－Ｆ結合またはＳ－Ｆ結合を有す
ることを特徴とする、請求項１に記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項３】
前記Ｒ１～Ｒ３が、フッ素原子、炭素数が２～１０のアルケニルオキシ基、及び炭素数が
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２～１０のアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基であることを特徴とする、
請求項１に記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項４】
前記アルケニルオキシ基が、１－プロペニルオキシ基、２－プロペニルオキシ基、３－ブ
テニルオキシ基からなる群から選択され、前記アルキニルオキシ基が、２－プロピニルオ
キシ基、１，１－ジメチル－２－プロピニルオキシ基からなる群から選択されることを特
徴とする、請求項３に記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項５】
前記Ｘが、フッ素原子、炭素数が１～１０のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニ
ルオキシ基、及び炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基
であることを特徴とする、請求項１に記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項６】
前記アルコキシ基が、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基からなる群から選択され、
前記アルケニルオキシ基が、１－プロペニルオキシ基、２－プロペニルオキシ基、３－ブ
テニルオキシ基からなる群から選択され、前記アルキニルオキシ基が、２－プロピニルオ
キシ基、１，１－ジメチル－２－プロピニルオキシ基からなる群から選択されることを特
徴とする、請求項５に記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項７】
前記イミドアニオンを有する塩中のイミドアニオンの対カチオンＭ１及びＭ２が、プロト
ン、リチウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオン、テトラアルキルアンモニウム
イオン、及びテトラアルキルホスホニウムイオンからなる群から選ばれる少なくとも一つ
のカチオンであることを特徴とする、請求項１～６のいずれかに記載の非水電解液電池用
電解液。
【請求項８】
前記イミドアニオンを有する塩の濃度が、非水電解液電池用電解液の総量に対して０．０
１～５．０質量％の範囲であることを特徴とする、請求項１～７のいずれかに記載の非水
電解液電池用電解液。
【請求項９】
前記溶質が、ＬｉＰＦ６、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＰ
（Ｃ２Ｏ４）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＯ２Ｆ２、Ｌ
ｉＮ（Ｆ２ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＢＦ４、
ＮａＰＦ６、ＮａＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＰ（Ｃ２Ｏ４）

３、ＮａＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＯ２Ｆ２、ＮａＮ（Ｆ２Ｐ
Ｏ）２、ＮａＮ（ＦＳＯ２）２、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、及びＮａＢＦ４からなる群
から選ばれる少なくとも一つの溶質であることを特徴とする、請求項１～８のいずれかに
記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項１０】
前記非水溶媒が、環状カーボネート、鎖状カーボネート、環状エステル、鎖状エステル、
環状エーテル、鎖状エーテル、スルホン化合物、スルホキシド化合物、及びイオン液体か
らなる群から選ばれる少なくとも一つの非水溶媒であることを特徴とする、請求項１～９
のいずれかに記載の非水電解液電池用電解液。
【請求項１１】
少なくとも、正極と、負極と、請求項１～１０のいずれかに記載の非水電解液電池用電解
液とを備えることを特徴とする、非水電解液電池。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、サイクル特性及び低温特性に優れた非水電解液二次電池を構成する非水電解
液電池用電解液及びそれを用いた非水電解液電池に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、情報関連機器、又は通信機器、即ちパソコン、ビデオカメラ、デジタルスチール
カメラ、携帯電話等の小型機器で、かつ高エネルギー密度を必要とする用途向けの蓄電シ
ステムや電気自動車、ハイブリッド車、燃料電池車補助電源、電力貯蔵等の大型機器で、
かつパワーを必要とする用途向けの蓄電システムが注目を集めている。その一つの候補と
してリチウムイオン電池、リチウム電池、リチウムイオンキャパシタ、ナトリウムイオン
電池等の非水電解液電池が盛んに開発されている。
【０００３】
　これらの非水電解液電池は既に実用化されているものも多いが、各特性に於いて種々の
用途で満足できるものではない。特に、電気自動車等の車載用途等の場合、寒冷時期にお
いても高い入出力特性が要求されるため、低温特性の向上が重要であり、さらに高温環境
下で繰り返し充放電させた場合においてもその特性を維持する（内部抵抗の増加が少ない
）といった高温サイクル特性が要求される。
【０００４】
　これまで非水電解液電池の高温特性及び充放電を繰り返した場合の電池特性（サイクル
特性）を改善する手段として、正極や負極の活物質をはじめとする様々な電池構成要素の
最適化が検討されてきた。非水電解液関連技術もその例外ではなく、活性な正極や負極の
表面で電解液が分解することによる劣化を種々の添加剤で抑制することが提案されている
。例えば、特許文献１には、電解液にビニレンカーボネートを添加することにより、電池
特性を向上させることが提案されている。しかしながら、高温での電池特性は向上するも
のの内部抵抗の上昇が著しく低温特性が低下してしまうことが課題となっている。また、
電解液にイミド塩を添加する検討も数多く行われおり、例えば、特定のスルホンイミド塩
やホスホリルイミド塩とオキサラト錯体とを組み合わせることで高温サイクル特性や高温
貯蔵特性の劣化を抑制する方法（特許文献２）、特定のスルホンイミド塩とフルオロリン
酸塩とを組み合わせることでサイクル特性や出力特性の劣化を抑制する方法（特許文献３
）等が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１２３８６７号公報
【特許文献２】特開２０１３－０５１１２２号公報
【特許文献３】特開２０１３－０３０４６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　先行技術文献に開示されている非水電解液を用いた非水電解液電池により得られる低温
特性、及び高温サイクル特性は、十分に満足のいくものではなく改善の余地があった。本
発明は、－３０℃以下での優れた低温出力特性や４５℃以上の高温での優れたサイクル特
性を発揮することができる非水電解液電池用電解液、及びこれを用いた非水電解液電池を
提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、かかる問題を解決するために鋭意検討の結果、非水溶媒と溶質とを含む
非水電解液電池用非水電解液において、特定の構造の２価のイミドアニオンを有する塩を
電解液に含有させることにより、該電解液を非水電解液電池に用いた場合に、該非水電解
液電池が優れた低温出力特性及び高温サイクル特性を発揮できることを見出し、本発明に
至った。
【０００８】
　すなわち本発明は、非水溶媒、溶質、及び、少なくとも１種の下記一般式（１）～（４
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）で示される２価のイミドアニオンを有する塩（以降、単に「イミドアニオンを有する塩
」と記載する場合がある）を含有することを特徴とする、非水電解液電池用電解液（以降
、単に「非水電解液」または「電解液」と記載する場合がある）を提供するものである。

［式（１）～（３）中、Ｒ１～Ｒ３ はそれぞれ互いに独立して、フッ素原子、炭素数が
１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニルオキシ基
、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアルコキシ基、
シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から選ばれる有
機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在することもできる
。
式（２）及び（４）中、Ｘは、フッ素原子、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のア
ルキル基、炭素数が２～１０のアルケニル基、炭素数が２～１０のアルキニル基、炭素数
が３～１０の、シクロアルキル基、シクロアルケニル基、炭素数が６～１０のアリール基
、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニ
ルオキシ基、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアル
コキシ基、シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から
選ばれる有機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在するこ
ともできる。Ｍ１、Ｍ２はそれぞれ互いに独立して、プロトン、金属カチオンまたはオニ
ウムカチオンである。］
【０００９】
　本発明による電池特性向上の作用機構については、明確ではないが、本発明のイミドア
ニオンを有する塩は、正極と電解液との界面、及び負極と電解液との界面において一部分
解し、皮膜を形成すると考えられる。この皮膜は、非水溶媒や溶質と活物質との間の直接
の接触を抑制して非水溶媒や溶質の分解を防ぎ、電池性能の劣化を抑制する。また、メカ
ニズムは定かではないが、イミドアニオンにリン酸イオン部位（－Ｐ（＝Ｏ）Ｒ３Ｏ－）
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または、スルホン酸イオン部位（－ＳＯ３
－）を有することが重要で、上記皮膜にリン酸

イオン部位またはスルホン酸イオン部位が取り込まれることで、形成した皮膜の電荷に偏
りが生じ、リチウム導電性の高い、すなわち抵抗の小さい皮膜（出力特性が良好な皮膜）
となっていると考えられる。さらに、上記の効果は、イミドアニオンに電子吸引性の高い
部位（例えばフッ素原子や含フッ素アルコキシ基）が含まれることで電荷の偏りがより大
きくなり、より抵抗の小さい皮膜（出力特性がより良好な皮膜）が形成されると考えられ
る。以上の理由から、本発明のイミドアニオンを有する塩を含有する非水電解液により、
高温サイクル特性と低温出力特性の向上効果が発現すると推測される。
【００１０】
　上記イミドアニオンを有する塩が、少なくとも一つのＰ－Ｆ結合またはＳ－Ｆ結合を有
すると、より優れた低温特性が得られるため好ましい。上記イミドアニオンを有する塩中
のＰ－Ｆ結合やＳ－Ｆ結合の数が多いほど低温特性をさらに向上することが出きるため、
さらに好ましい。
【００１１】
　上記Ｒ１～Ｒ３が、フッ素原子、炭素数が２～１０のアルケニルオキシ基、及び炭素数
が２～１０のアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基であると、より優れた高
温サイクル特性が得られるため好ましい。
　また、上記アルケニルオキシ基の炭素数が６以下であることが好ましい。炭素数が多い
と電極上に皮膜を形成した際の内部抵抗が比較的大きい傾向がある。炭素数が６以下であ
ると、上記の内部抵抗がより小さい傾向があるため好ましく、特に、１－プロペニルオキ
シ基、２－プロペニルオキシ基、３－ブテニルオキシ基からなる群から選択される基であ
ると、高温サイクル特性及び低温出力特性により優れた非水電解液電池を得られるため好
ましい。
　また、上記アルキニルオキシ基の炭素数が６以下であることが好ましい。炭素数が多い
と電極上に皮膜を形成した際の内部抵抗が比較的大きい傾向がある。炭素数が６以下であ
ると、上記の内部抵抗がより小さい傾向があるため好ましく、特に、２－プロピニルオキ
シ基、１，１－ジメチル－２－プロピニルオキシ基からなる群から選択される基であると
、高温サイクル特性及び低温出力特性により優れた非水電解液電池を得られるため好まし
い。
【００１２】
　上記Ｘが、フッ素原子、炭素数が１～１０のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケ
ニルオキシ基、及び炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機
基であると、より優れた高温サイクル特性が得られるため好ましい。
　また、上記アルコキシ基の炭素数が６以下であることが好ましい。炭素数が多いと電極
上に皮膜を形成した際の内部抵抗が比較的大きい傾向がある。炭素数が６以下であると、
上記の内部抵抗がより小さい傾向があるため好ましく、特に、メトキシ基、エトキシ基、
プロポキシ基からなる群から選択される基であると、高温サイクル特性及び低温出力特性
により優れた非水電解液電池を得られるため好ましい。
　また、上記アルケニルオキシ基の炭素数が６以下であることが好ましい。炭素数が多い
と電極上に皮膜を形成した際の内部抵抗が比較的大きい傾向がある。炭素数が６以下であ
ると、上記の内部抵抗がより小さい傾向があるため好ましく、特に、１－プロペニルオキ
シ基、２－プロペニルオキシ基、３－ブテニルオキシ基からなる群から選択される基であ
ると、高温サイクル特性及び低温出力特性により優れた非水電解液電池を得られるため好
ましい。
　また、上記アルキニルオキシ基の炭素数が６以下であることが好ましい。炭素数が多い
と電極上に皮膜を形成した際の内部抵抗が比較的大きい傾向がある。炭素数が６以下であ
ると、上記の内部抵抗がより小さい傾向があるため好ましく、特に、２－プロピニルオキ
シ基、１，１－ジメチル－２－プロピニルオキシ基からなる群から選択される基であると
、高温サイクル特性及び低温出力特性により優れた非水電解液電池を得られるため好まし
い。
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　上記イミドアニオンを有する塩中のイミドアニオンの対カチオンＭ１及びＭ２が、プロ
トン、アルカリ金属カチオン、又はオニウムカチオンであることが好ましい。その中でも
、非水電解液における溶解度やイオン電導度を考慮すると、プロトン、リチウムイオン、
ナトリウムイオン、カリウムイオン、テトラアルキルアンモニウムイオン、及びテトラア
ルキルホスホニウムイオンからなる群から選ばれる少なくとも一つのカチオンであること
がより好ましい。
【００１４】
　上記イミドアニオンを有する塩の濃度の下限は、非水電解液電池用電解液の総量に対し
て０．０１質量％以上が好ましく、０．０５質量％以上がより好ましく、０．１質量％以
上がさらに好ましい。また、該濃度の上限は５．０質量％以下が好ましく、４．０質量％
以下がより好ましく、３．０質量％以下がさらに好ましい。上記濃度が０．０１質量％を
下回ると、電池特性を向上させる効果が十分に得られ難いため好ましくない。一方、上記
濃度が５．０質量％を超えると、それ以上の効果は得られずに無駄であるだけでなく、電
解液の粘度が上昇しイオン伝導度が低下する傾向があり、抵抗が増加し電池性能の劣化を
引き起こし易いため好ましくない。これらのイミドアニオンを有する塩は、５．０質量％
を超えない範囲であれば一種類を単独で用いても良く、二種類以上を用途に合わせて任意
の組み合わせ、比率で混合して用いても良い。
【００１５】
　また、上記溶質が、ＬｉＰＦ６、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）
、ＬｉＰ（Ｃ２Ｏ４）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＯ２

Ｆ２、ＬｉＮ（Ｆ２ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、Ｌｉ
ＢＦ４、ＮａＰＦ６、ＮａＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＰ（Ｃ

２Ｏ４）３、ＮａＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＯ２Ｆ２、ＮａＮ
（Ｆ２ＰＯ）２、ＮａＮ（ＦＳＯ２）２、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、及びＮａＢＦ４か
らなる群から選ばれる少なくとも一つの溶質であることが好ましい。
【００１６】
　上記非水溶媒が、環状カーボネート、鎖状カーボネート、環状エステル、鎖状エステル
、環状エーテル、鎖状エーテル、スルホン化合物、スルホキシド化合物、及びイオン液体
からなる群から選ばれる少なくとも一つであることが好ましい。
【００１７】
　また、本発明は、少なくとも、正極と、負極と、上記の非水電解液電池用電解液とを備
えることを特徴とする、非水電解液電池を提供するものである。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の非水電解液電池用電解液を非水電解液電池に用いた場合に、－３０℃以下での
優れた低温出力特性や４５℃以上の高温での優れたサイクル特性を発揮することができる
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明について詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は本発明の実
施形態の一例であり、これらの具体的内容に限定はされない。その要旨の範囲内で種々変
形して実施することができる。
【００２０】
　本発明の非水電解液電池用電解液は、非水溶媒、溶質、及び、少なくとも１種の下記一
般式（１）～（４）で示される２価のイミドアニオンを有する塩を含有することを特徴と
する、非水電解液電池用電解液である。
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［式（１）～（３）中、Ｒ１～Ｒ３ はそれぞれ互いに独立して、フッ素原子、炭素数が
１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニルオキシ基
、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアルコキシ基、
シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から選ばれる有
機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在することもできる
。
式（２）及び（４）中、Ｘは、フッ素原子、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のア
ルキル基、炭素数が２～１０のアルケニル基、炭素数が２～１０のアルキニル基、炭素数
が３～１０の、シクロアルキル基、シクロアルケニル基、炭素数が６～１０のアリール基
、炭素数が１～１０の直鎖あるいは分岐状のアルコキシ基、炭素数が２～１０のアルケニ
ルオキシ基、炭素数が２～１０のアルキニルオキシ基、炭素数が３～１０の、シクロアル
コキシ基、シクロアルケニルオキシ基、及び、炭素数が６～１０のアリールオキシ基から
選ばれる有機基であり、その有機基中にフッ素原子、酸素原子、不飽和結合が存在するこ
ともできる。Ｍ１、Ｍ２はそれぞれ互いに独立して、プロトン、金属カチオンまたはオニ
ウムカチオンである。］
【００２１】
　上記イミドアニオンを有する塩中のイミドアニオンの対カチオンとしては、プロトンや
、リチウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオン等のアルカリ金属カチオン、マグ
ネシウムイオン、カルシウムイオン等のアルカリ土類金属カチオン、テトラメチルアンモ
ニウム、テトラエチルアンモニウム、テトラブチルホスホニウム等のオニウムカチオン（
対カチオンが１価のカチオンである場合は、２種類のカチオンを混合してもよい。また、
例えば、Ｍ１が２価のカチオンであればＭ２は存在しない）が挙げられる。
【００２２】
　上記一般式（１）～（３）において、Ｒ１～Ｒ３で表される、アルコキシ基としては、
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例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ブトキシ基、第二
ブトキシ基、第三ブトキシ基、ペンチルオキシ基、トリフルオロメトキシ基、２，２－ジ
フルオロエトキシ基、２，２，２－トリフルオロエトキシ基、２，２，３，３－テトラフ
ルオロプロポキシ基、及び１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロイソプロポキシ基等
の炭素原子数１～１０のアルコキシ基や含フッ素アルコキシ基が挙げられ、アルケニルオ
キシ基としては、例えば、ビニルオキシ基、１－プロペニルオキシ基、２－プロペニルオ
キシ基、イソプロペニルオキシ基、２－ブテニルオキシ基、３－ブテニルオキシ基、及び
１，３－ブダジエニルオキシ基等の炭素原子数２～１０のアルケニルオキシ基や含フッ素
アルケニルオキシ基が挙げられ、アルキニルオキシ基としては、例えば、エチニルオキシ
基、２－プロピニルオキシ基、及び１，１－ジメチル－２－プロピニルオキシ基等の炭素
原子数２～１０のアルキニルオキシ基や含フッ素アルキニルオキシ基が挙げられ、シクロ
アルコキシ基としては、例えば、シクロペンチルオキシ基、及びシクロヘキシルオキシ基
等の炭素数が３～１０のシクロアルコキシ基や含フッ素シクロアルコキシ基が挙げられ、
シクロアルケニルオキシ基としては、例えば、シクロペンテニルオキシ基、及びシクロヘ
キセニルオキシ基等の炭素数が３～１０のシクロアルケニルオキシ基や含フッ素シクロア
ルケニルオキシ基が挙げられ、アリールオキシ基としては、フェニルオキシ基、トリルオ
キシ基、及びキシリルオキシ基等の炭素原子数６～１０のアリールオキシ基や含フッ素ア
リールオキシ基が挙げられる。
【００２３】
　上記一般式（２）及び（４）において、Ｘで表される、アルキル基としては、例えば、
メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、第二ブチル基、第三ブチ
ル基、ペンチル基、トリフルオロメチル基、２，２－ジフルオロエチル基、２，２，２－
トリフルオロエチル基、２，２，３，３－テトラフルオロプロピル基、及び１，１，１，
３，３，３－ヘキサフルオロイソプロピル基等の炭素原子数１～１０のアルキル基や含フ
ッ素アルキル基が挙げられ、アルケニル基としては、例えば、ビニル基、１－プロペニル
基、２－プロペニル基、イソプロペニル基、２－ブテニル基、３－ブテニル基、及び１，
３－ブダジエニル基等の炭素原子数２～１０のアルケニル基や含フッ素アルケニル基が挙
げられ、アルキニル基としては、例えば、エチニル基、２－プロピニル基、及び１，１－
ジメチル－２－プロピニル基等の炭素原子数２～１０のアルキニル基や含フッ素アルキニ
ル基が挙げられ、シクロアルキル基としては、例えば、シクロペンチル基、及びシクロヘ
キシル基等の炭素数が３～１０のシクロアルキル基や含フッ素シクロアルキル基が挙げら
れ、シクロアルケニル基としては、例えば、シクロペンテニル基、及びシクロヘキセニル
基等の炭素数が３～１０のシクロアルケニル基や含フッ素シクロアルケニル基が挙げられ
、アリール基としては、例えば、フェニル基、トリル基、及びキシリル基等の炭素原子数
６～１０のアリール基や含フッ素アリール基が挙げられる。
【００２４】
　上記一般式（１）～（４）中で記載された２価のイミドアニオンとしては、より具体的
には、例えば以下の化合物Ｎｏ．１～Ｎｏ．１８等が挙げられる。但し、本発明で用いら
れるイミドアニオンは、以下の例示により何ら制限を受けるものではない。
【００２５】
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【００２６】
　上記一般式（１）～（４）で示されるイミドアニオンを有する塩は種々の方法により製
造できる。製造法としては、限定されることはないが、例えば、対応するリン酸アミド（
Ｈ２ＮＰ（＝Ｏ）Ｒ３Ｏ－)やスルファミン酸（Ｈ２ＮＳＯ３

－）と、対応するホスホニ
ルクロリド（Ｐ（＝Ｏ）Ｒ１Ｒ２Ｃｌ）やスルホニルクロリド（ＸＳＯ２Ｃｌ）を有機塩
基または無機塩基の存在下で反応させることで得ることができる。
【００２７】
　本発明の非水電解液電池用電解液に用いる非水溶媒の種類は、特に限定されず、任意の
非水溶媒を用いることができる。具体例としては、プロピレンカーボネート、エチレンカ
ーボネート、ブチレンカーボネート等の環状カーボネート、ジエチルカーボネート、ジメ
チルカーボネート、エチルメチルカーボネート等の鎖状カーボネート、γ―ブチロラクト
ン、γ―バレロラクトン等の環状エステル、酢酸メチル、プロピオン酸メチル等の鎖状エ
ステル、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン、ジオキサン等の環状エー
テル、ジメトキシエタン、ジエチルエーテル等の鎖状エーテル、ジメチルスルホキシド、
スルホラン等のスルホン化合物やスルホキシド化合物等が挙げられる。また、非水溶媒と
はカテゴリーが異なるがイオン液体等も挙げることができる。また、本発明に用いる非水
溶媒は、一種類を単独で用いても良く、二種類以上を用途に合わせて任意の組み合わせ、
比率で混合して用いても良い。これらの中ではその酸化還元に対する電気化学的な安定性
と熱や上記溶質との反応に関わる化学的安定性の観点から、特にプロピレンカーボネート
、エチレンカーボネート、ジエチルカーボネート、ジメチルカーボネート、エチルメチル
カーボネートが好ましい。
【００２８】
　本発明の非水電解液電池用電解液に用いる上記溶質の種類は、特に限定されず、任意の
電解質塩を用いることができる。具体例としては、リチウム電池及びリチウムイオン電池
の場合には、ＬｉＰＦ６、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＰ
（Ｃ２Ｏ４）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＯ２Ｆ２、Ｌ
ｉＮ（Ｆ２ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＢＦ４、
ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＳｂＦ６、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ

２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）、ＬｉＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３、Ｌｉ
ＰＦ３（Ｃ３Ｆ７）３、ＬｉＢ（ＣＦ３）４、ＬｉＢＦ３（Ｃ２Ｆ５）などに代表される
電解質塩が挙げられ、ナトリウムイオン電池の場合には、ＮａＰＦ６、ＮａＰＦ２（Ｃ２

Ｏ４）２、ＮａＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＰ（Ｃ２Ｏ４）３、ＮａＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、
ＮａＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＯ２Ｆ２、ＮａＮ（Ｆ２ＰＯ）２、ＮａＮ（ＦＳＯ２）２
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、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＮａＢＦ４、ＮａＣｌＯ４、ＮａＡｓＦ６、ＮａＳｂＦ６

、ＮａＣＦ３ＳＯ３、ＮａＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ２）（Ｃ４Ｆ９

ＳＯ２）、ＮａＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３、ＮａＰＦ３（Ｃ３Ｆ７）３、ＮａＢ（ＣＦ３）４

、ＮａＢＦ３（Ｃ２Ｆ５）などに代表される電解質塩が挙げられる。これらの溶質は、一
種類を単独で用いても良く、二種類以上を用途に合わせて任意の組み合わせ、比率で混合
して用いても良い。中でも、電池としてのエネルギー密度、出力特性、寿命等から考える
と、ＬｉＰＦ６、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＰ（Ｃ２Ｏ

４）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＯ２Ｆ２、ＬｉＮ（Ｆ

２ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＢＦ４、ＮａＰＦ

６、ＮａＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＰ（Ｃ２Ｏ４）３、Ｎａ
ＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＮａＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＮａＰＯ２Ｆ２、ＮａＮ（Ｆ２ＰＯ）２、
ＮａＮ（ＦＳＯ２）２、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、及びＮａＢＦ４が好ましい。
【００２９】
　上記溶質の好適な組合せとしては、例えば、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（
Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＰ（Ｃ２Ｏ４）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、
ＬｉＰＯ２Ｆ２、ＬｉＮ（Ｆ２ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２

）２、ＬｉＢＦ４からなる群から選ばれる少なくとも１つと、ＬｉＰＦ６とを組み合わせ
たもの等が好ましい。
【００３０】
　溶質として、ＬｉＰＦ２（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＦ４（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＰ（Ｃ２Ｏ４

）３、ＬｉＢＦ２（Ｃ２Ｏ４）、ＬｉＢ（Ｃ２Ｏ４）２、ＬｉＰＯ２Ｆ２、ＬｉＮ（Ｆ２

ＰＯ）２、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＢＦ４からなる群か
ら選ばれる少なくとも１つと、ＬｉＰＦ６とを組み合わせて使用した場合の比率（ＬｉＰ
Ｆ６を１モルとしたときのモル比）は、通常、１：０．００１～１：０．５、好ましくは
１：０．０１～１：０．２の範囲である。上記のような比率で溶質を組み合わせて用いる
と種々の電池特性をさらに向上させる効果がある。一方、１：０．５よりもＬｉＰＦ６の
割合が低いと電解液のイオン伝導度が低下し、抵抗が上昇してしまう傾向がある。
【００３１】
　これら溶質の濃度については、特に制限はないが、下限は０．５ｍｏｌ／Ｌ以上が好ま
しく、０．７ｍｏｌ／Ｌ以上がより好ましく、０．９ｍｏｌ／Ｌ以上がさらに好ましい。
また、上限は２．５ｍｏｌ／Ｌ以下が好ましく、２．０ｍｏｌ／Ｌ以下がより好ましく、
１．５ｍｏｌ／Ｌ以下がさらに好ましい。なお、複数種類の溶質を用いる場合も溶質の総
量の濃度が上記の範囲であることが好ましい。０．５ｍｏｌ／Ｌを下回るとイオン伝導度
が低下することにより非水電解液電池のサイクル特性、出力特性が低下する傾向があり、
一方、２．５ｍｏｌ／Ｌを超えると非水電解液電池用電解液の粘度が上昇することにより
、やはりイオン伝導度を低下させる傾向があり、非水電解液電池のサイクル特性、出力特
性を低下させる恐れがある。
【００３２】
　一度に多量の該溶質を非水溶媒に溶解すると、溶質の溶解熱のため液温が上昇すること
がある。該液温が著しく上昇すると、フッ素を含有した電解質塩の分解が促進されてフッ
化水素が生成する恐れがある。フッ化水素は電池性能の劣化の原因となるため好ましくな
い。このため、該溶質を非水溶媒に溶解する際の液温は特に限定されないが、－２０～８
０℃が好ましく、０～６０℃がより好ましい。
【００３３】
　以上が本発明の非水電解液電池用電解液の基本的な構成についての説明であるが、本発
明の要旨を損なわない限りにおいて、本発明の非水電解液電池用電解液に一般的に用いら
れる添加剤を任意の比率で添加しても良い。具体例としては、シクロヘキシルベンゼン、
ビフェニル、ｔ－ブチルベンゼン、ビニレンカーボネート、ビニルエチレンカーボネート
、ジフルオロアニソール、フルオロエチレンカーボネート、プロパンサルトン、スクシノ
ニトリル、ジメチルビニレンカーボネート等の過充電防止効果、負極皮膜形成効果、正極
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保護効果を有する化合物が挙げられる。また、リチウムポリマー電池と呼ばれる非水電解
液電池に使用される場合のように非水電解液電池用電解液をゲル化剤や架橋ポリマーによ
り擬固体化して使用することも可能である。
【００３４】
　次に本発明の非水電解液電池の構成について説明する。本発明の非水電解液電池は、上
記の本発明の非水電解液電池用電解液を用いることが特徴であり、その他の構成部材には
一般の非水電解液電池に使用されているものが用いられる。即ち、カチオンの吸蔵及び放
出が可能な正極及び負極、集電体、セパレータ、容器等から成る。
【００３５】
　負極材料としては、特に限定されないが、リチウム電池及びリチウムイオン電池の場合
、リチウム金属、リチウム金属と他の金属との合金、又は金属間化合物や種々の炭素材料
（人造黒鉛、天然黒鉛など）、金属酸化物、金属窒化物、スズ（単体）、スズ化合物、ケ
イ素（単体）、ケイ素化合物、活性炭、導電性ポリマー等が用いられる。
　炭素材料とは、例えば、易黒鉛化炭素や、（００２）面の面間隔が０．３７ｎｍ以上の
難黒鉛化炭素（ハードカーボン）や、（００２）面の面間隔が０．３４ｎｍ以下の黒鉛な
どである。より具体的には、熱分解性炭素、コークス類、ガラス状炭素繊維、有機高分子
化合物焼成体、活性炭あるいはカーボンブラック類などがある。このうち、コークス類に
はピッチコークス、ニードルコークスあるいは石油コークスなどが含まれる。有機高分子
化合物焼成体とは、フェノール樹脂やフラン樹脂などを適当な温度で焼成して炭素化した
ものをいう。炭素材料は、リチウムの吸蔵および放出に伴う結晶構造の変化が非常に少な
いため、高いエネルギー密度が得られると共に優れたサイクル特性が得られるので好まし
い。なお、炭素材料の形状は、繊維状、球状、粒状あるいは鱗片状のいずれでもよい。ま
た、非晶質炭素や非晶質炭素を表面に被覆した黒鉛材料は、材料表面と電解液との反応性
が低くなるため、より好ましい。
【００３６】
　正極材料としては、特に限定されないが、リチウム電池及びリチウムイオン電池の場合
、例えば、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＭｎＯ２、ＬｉＭｎ２Ｏ４等のリチウム含
有遷移金属複合酸化物、それらのリチウム含有遷移金属複合酸化物のＣｏ、Ｍｎ、Ｎｉ等
の遷移金属が複数混合したもの、それらのリチウム含有遷移金属複合酸化物の遷移金属の
一部が他の遷移金属以外の金属に置換されたもの、オリビンと呼ばれるＬｉＦｅＰＯ４、
ＬｉＣｏＰＯ４、ＬｉＭｎＰＯ４等の遷移金属のリン酸化合物、ＴｉＯ２、Ｖ２Ｏ５、Ｍ
ｏＯ３等の酸化物、ＴｉＳ２、ＦｅＳ等の硫化物、あるいはポリアセチレン、ポリパラフ
ェニレン、ポリアニリン、及びポリピロール等の導電性高分子、活性炭、ラジカルを発生
するポリマー、カーボン材料等が使用される。
【００３７】
　正極や負極材料には、導電材としてアセチレンブラック、ケッチェンブラック、炭素繊
維、黒鉛、結着材としてポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ＳＢＲ樹
脂等が加えられ、シート状に成型されることにより電極シートにすることができる。
【００３８】
　正極と負極の接触を防ぐためのセパレータとしては、ポリプロピレン、ポリエチレン、
紙、及びガラス繊維等で作られた不織布や多孔質シートが使用される。
【００３９】
　以上の各要素からコイン形、円筒形、角形、アルミラミネートシート型等の形状の非水
電解液電池が組み立てられる。
【実施例】
【００４０】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はかかる実施例により限定さ
れるものではない。
【００４１】
　［実施例１－１］
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　非水溶媒としてエチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネー
ト、エチルメチルカーボネートの体積比２：１：３：４の混合溶媒を用い、該溶媒中に溶
質としてＬｉＰＦ６を１．０ｍｏｌ／Ｌの濃度となるように、２価のイミドアニオンを有
する塩として上記化合物Ｎｏ．１のジリチウム塩を１．０質量％の濃度となるように溶解
し、表１に示すように非水電解液電池用電解液を調製した。なお、上記の調製は、液温を
２５℃に維持しながら行った。
【００４２】
　この電解液を用いてＬｉＮｉ１／３Ｍｎ１／３Ｃｏ１／３Ｏ２を正極材料、黒鉛を負極
材料としてセルを作製し、実際に電池のサイクル特性、及び低温出力特性を評価した。試
験用セルは以下のように作製した。
【００４３】
　ＬｉＮｉ１／３Ｍｎ１／３Ｃｏ１／３Ｏ２粉末９０質量％にバインダーとして５質量％
のポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、導電材としてアセチレンブラックを５質量％混合
し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、ペースト状にした。このペーストをアルミニ
ウム箔上に塗布して、乾燥させることにより、試験用正極体とした。また、黒鉛粉末９０
質量％に、バインダーとして１０質量％のＰＶＤＦを混合し、さらにＮ－メチルピロリド
ンを添加し、スラリー状にした。このスラリーを銅箔上に塗布して、１５０℃で１２時間
乾燥させることにより、試験用負極体とした。そして、ポリエチレン製セパレータに電解
液を浸み込ませてアルミラミネート外装の５０ｍＡｈセルを組み立てた。
　以上のような方法で作製したセルを用いて充放電試験を実施し、高温サイクル特性、低
温出力特性を評価した。評価結果を表４に示す。
【００４４】
　［高温サイクル特性試験］
　４５℃の環境温度での充放電試験を実施し、サイクル特性を評価した。充電は、４．３
Ｖ、放電は３．０Ｖまで行い、電流密度５．７ｍＡ／ｃｍ２で充放電サイクルを繰り返し
た。そして、２００サイクル後の放電容量維持率でセルの劣化の具合を評価した（サイク
ル特性評価）。放電容量維持率は下記式で求めた。
＜２００サイクル後の放電容量維持率＞
　放電容量維持率（％）＝（２００サイクル後の放電容量／初放電容量）×１００
【００４５】
　［低温出力特性試験］
　２５℃の環境温度下、充電上限電圧４．３Vまで定電流定電圧法で、電流密度０．３８
ｍＡ／ｃｍ２で充放電を行った。このときの放電容量を放電容量Ａとする。この後、－３
０℃の環境温度下、充電上限電圧４．３Vまで定電流定電圧法で、電流密度０．３８ｍＡ
／ｃｍ２で充電した後、放電終止電圧３．０Vまで電流密度９．５ｍＡ／ｃｍ２の定電流
で放電した。このときの放電容量を放電容量Ｂとし、「（放電容量Ｂ／放電容量Ａ）×１
００」から求めた値を高出力容量維持率（％）とし、セルの低温出力特性を評価した。
【００４６】
　［実施例１－２～１－１５５、比較例１－１～１－１７］
　表１～３に示すように、溶質の種類と濃度（ｍｏｌ／Ｌ）およびイミドアニオンを有す
る塩の種類と濃度（質量％）を変えたこと以外は実施例１－１と同様に非水電解液電池用
電解液の調製、及びセルの作製を行い、電池の評価を実施した。評価結果を表４～６に示
す。なお、実施例１－１～１－１５５、比較例１－１～１－１７の評価結果は、比較例１
－１の値を１００とした場合の相対値である。
【００４７】
　なお、比較例１－２～１－７においてイミドアニオンを有する塩として以下の化合物Ｎ
ｏ．１９～２４を用いた。
【００４８】
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【表５】

 
【００５４】
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【表６】

 
【００５５】
　以上の結果を比較すると、２価のイミドアニオンを有する塩を添加した実施例１－１～
１－２４は、該塩を添加していない比較例１－１に対し、高温サイクル特性及び低温出力
特性が共に向上していることが確認できた。また同様に、１価のイミドアニオンを有する
塩を用いる比較例１－２～１－７に対し、本発明の２価のイミドアニオンを有する塩を同
濃度（１．０質量％）含有させた実施例１－１、１－８～１－２４では、高温サイクル特
性及び低温出力特性が向上していることが確認できた。
【００５６】
　また、例えば、電解液の組成比が同じである、実施例１－１、１－８～１－２４におい
て、Ｐ－Ｆ結合やＳ－Ｆ結合を持つイミドアニオンを有する塩を用いた実施例（実施例１
－１、１－８～１－１７、１－２１～１－２４）は、Ｐ－Ｆ結合及びＳ－Ｆ結合を持たな
いイミドアニオンを有する塩を用いた実施例（実施例１－１８～１－２０）に比べて、よ
り優れた低温出力特性を示すことが確認された。さらに、上記イミドアニオンを有する塩
中のＰ－Ｆ結合やＳ－Ｆ結合の数が多いほど、低温特性がさらに向上されるが確認された
。
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【００５７】
　また、例えば、一般式（１）で示される２価のイミドアニオンを有する塩を用いた実施
例１－１、１－８～１－１１において、Ｒ１～Ｒ３がフッ素原子、アルケニルオキシ基、
及びアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である実施例１－１、１－８～１
－１０は、Ｒ１～Ｒ３のうち上記に該当しない有機基を持つ実施例１－１１よりも優れた
高温サイクル特性を示すことが確認された。
【００５８】
　また、例えば、一般式（２）で示される２価のイミドアニオンを有する塩を用いた実施
例１－１２～１－１６において、Ｘがフッ素原子、アルコキシ基、アルケニルオキシ基、
及びアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である実施例１－１２、１－１４
～１－１６は、Ｘが上記に該当しない有機基である実施例１－１３よりも優れた高温サイ
クル特性を示すことが確認された。
【００５９】
　また、例えば、一般式（３）で示される２価のイミドアニオンを有する塩を用いた実施
例１－２１～１－２４において、Ｒ１及びＲ２がフッ素原子、アルケニルオキシ基、及び
アルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である実施例１－２１、２２は、Ｒ１

及びＲ２のうち上記に該当しない有機基を持つ実施例１－２３、２４よりも優れた高温サ
イクル特性を示すことが確認された。
【００６０】
　また、例えば、一般式（４）で示される２価のイミドアニオンを有する塩を用いた実施
例１－１７～１－２０において、Ｘがフッ素原子、アルコキシ基、アルケニルオキシ基、
及びアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である実施例１－１７、１－１９
、１－２０は、Ｘが上記に該当しない有機基である実施例１－１８よりも優れた高温サイ
クル特性を示すことが確認された。
【００６１】
　実施例１－２５～１－８０において、すなわち２価のイミドアニオンの対カチオンを種
々変更した系においても同様の効果が得られることが確認された。
【００６２】
　さらに、溶質がＬｉＰＦ６と別の溶質が混合された場合においても、２価のイミドアニ
オンを有する塩を添加した実施例１－８１～１－１５５では、２価のイミドアニオンを有
する塩を添加していない比較例１－８～１－１７に対し、高温サイクル特性及び低温出力
特性が向上しており、同様の効果が得られることが確認された。
【００６３】
　［実施例２－１～２－２１、比較例２－１～２－１２］
　表７に示すように、負極体及び電解液を変えたこと以外は実施例１－１と同様に非水電
解液電池用電解液を調製し、セルを作製し、電池の評価を実施した。
　なお、負極活物質がＬｉ４Ｔｉ５Ｏ１２である負極体は、Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２粉末９０
質量％に、バインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電剤としてアセチレンブラックを５
質量％混合し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストを銅箔上に塗布
して、乾燥させることにより作製し、電池評価の際の充電終止電圧を２．８Ｖ、放電終止
電圧を１．５Ｖとした。
　また、負極活物質が黒鉛（ケイ素含有）である負極体は、黒鉛粉末８１質量％、ケイ素
粉末９質量％に、バインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電材としてアセチレンブラッ
クを５質量％混合しさらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストを銅箔上に
塗布して、乾燥させることにより作製し、電池評価の際の充電終止電圧と放電終止電圧は
実施例１－１と同様とした。
　また、負極活物質がハードカーボンである負極体は、ハードカーボン粉末９０質量％に
、バインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電剤としてアセチレンブラックを５質量％混
合し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストを銅箔上に塗布して、乾
燥させることにより作製し、電池評価の際の充電終止電圧を４．２Ｖ、放電終止電圧を２
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．２Ｖとした。
　評価結果を表７に示す。なお、実施例２－１～２－７及び比較例２－１～２－４の評価
結果は、比較例２－１の値を１００とした場合の相対値である。また、実施例２－８～２
－１４及び比較例２－５～２－８の評価結果は、比較例２－５の値を１００とした場合の
相対値である。また、実施例２－１５～２－２１及び比較例２－９～２－１２の評価結果
は、比較例２－９の値を１００とした場合の相対値である。
【００６４】
【表７】

 
【００６５】
　［実施例３－１～３－２８、比較例３－１～３－１６］
　表８に示すように、正極体、負極体及び電解液を変えたこと以外は実施例１－１と同様
に非水電解液電池用電解液を調製し、セルを作製し、電池の評価を実施した。
　なお、正極活物質がＬｉＣｏＯ２である正極体は、ＬｉＣｏＯ２粉末９０質量％にバイ
ンダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電材としてアセチレンブラックを５質量％混合し、
さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストをアルミニウム箔上に塗布して
、乾燥させることにより作製した。
　実施例１－１と同様に負極活物質が黒鉛である実施例３－１～３－７及び比較例３－１
～３－４において、電池評価の際の充電終止電圧を４．２Ｖ、放電終止電圧を３．０Ｖと
した。
　実施例２－１と同様に負極活物質がＬｉ４Ｔｉ５Ｏ１２である実施例３－８～３－１４
及び比較例３－５～３－８において、電池評価の際の充電終止電圧を２．７Ｖ、放電終止
電圧を１．５Ｖとした。
　実施例２－８と同様に負極活物質が黒鉛（ケイ素含有）である実施例３－１５～３－２
１及び比較例３－９～３－１２において、電池評価の際の充電終止電圧を４．２Ｖ、放電
終止電圧を３．０Ｖとした。
　実施例２－１５と同様に負極活物質がハードカーボンである実施例３－２２～３－２８
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及び比較例３－１３～３－１６において、電池評価の際の充電終止電圧を４．１Ｖ、放電
終止電圧を２．２Ｖとした。
　評価結果を表８に示す。なお、実施例３－１～３－７及び比較例３－１～３－４の評価
結果は、比較例３－１の値を１００とした場合の相対値である。また、実施例３－８～３
－１４及び比較例３－５～３－８の評価結果は、比較例３－５の値を１００とした場合の
相対値である。また、実施例３－１５～３－２１及び比較例３－９～３－１２の評価結果
は、比較例３－９の値を１００とした場合の相対値である。また、実施例３－２２～３－
２８及び比較例３－１３～３－１６の評価結果は、比較例３－１３の値を１００とした場
合の相対値である。
【００６６】
【表８】

 
【００６７】
　［実施例４－１～４－２１、比較例４－１～４－１２］
　表９に示すように、正極体及び電解液を変えたこと以外は実施例１－１と同様に非水電
解液電池用電解液を調製し、セルを作製し、電池の評価を実施した。なお、正極活物質が
ＬｉＮｉ０．８Ｃｏ０．１５Ａｌ０．０５Ｏ２である正極体は、ＬｉＮｉ０．８Ｃｏ０．

１５Ａｌ０．０５Ｏ２粉末９０質量％にバインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電材と
してアセチレンブラックを５質量％混合し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得ら
れたペーストをアルミニウム箔上に塗布して、乾燥させることにより作製し、電池評価の
際の充電終止電圧を４．３Ｖ、放電終止電圧を３．０Ｖとした。
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　また、正極活物質がＬｉＭｎ２Ｏ４である正極体は、ＬｉＭｎ２Ｏ４粉末９０質量％に
バインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電材としてアセチレンブラックを５質量％混合
し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストをアルミニウム箔上に塗布
して、乾燥させることにより作製し、電池評価の際の充電終止電圧を４．２Ｖ、放電終止
電圧を３．０Ｖとした。
　また、正極活物質がＬｉＦｅＰＯ４である正極体は、非晶質炭素で被覆されたＬｉＦｅ
ＰＯ４粉末９０質量％にバインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導電材としてアセチレン
ブラックを５質量％混合し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し、得られたペーストを
アルミニウム箔上に塗布して、乾燥させることにより作製し、電池評価の際の充電終止電
圧を４．２Ｖ、放電終止電圧を２．５Ｖとした。
　評価結果を表９に示す。なお、実施例４－１～４－７及び比較例４－１～４－４の評価
結果は、比較例４－１の値を１００とした場合の相対値である。また、実施例４－８～４
－１４及び比較例４－５～４－８の評価結果は、比較例４－５の値を１００とした場合の
相対値である。また、実施例４－１５～４－２１及び比較例４－９～４－１２の評価結果
は、比較例４－９の値を１００とした場合の相対値である。
【００６８】
【表９】

 
【００６９】
　表７～９の結果から、負極活物質や正極活物質の種類によらず、電解液中に上記２価の
イミドアニオンを有する塩を添加すると、該電解液を非水電解液電池に用いた場合に、優
れた高温サイクル特性及び低温出力特性を発揮し、上述と同様の効果が得られることが確
認された。
 
【００７０】
　［実施例５－１］
　非水溶媒としてエチレンカーボネートとジエチルカーボネートの体積比１：１の混合溶
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イミドアニオンを有する塩として上記化合物Ｎｏ．１のジナトリウム塩を０．１質量％の
濃度となるように溶解し、表１０に示すように非水電解液電池用電解液を調製した。なお
、上記の調製は、液温を２５℃に維持しながら行った。
【００７１】
　この電解液を用いてＮａＦｅ０．５Ｃｏ０．５Ｏ２を正極材料、ハードカーボンを負極
材料とした以外は実施例１－１と同様にセルの作製を行い、実施例１－１と同様に電池の
評価を実施した。なお、正極活物質がＮａＦｅ０．５Ｃｏ０．５Ｏ２である正極体は、Ｎ
ａＦｅ０．５Ｃｏ０．５Ｏ２粉末９０質量％にバインダーとして５質量％のＰＶＤＦ、導
電材としてアセチレンブラックを５質量％混合し、さらにＮ－メチルピロリドンを添加し
、得られたペーストをアルミニウム箔上に塗布して、乾燥させることにより作製し電池評
価の際の充電終止電圧を３．８Ｖ、放電終止電圧を１．５Ｖとした。評価結果を表１１に
示す。
【００７２】
　［実施例５－２～５－１４、比較例５－１～５－５］
　表１０に示すように、溶質の種類と濃度及びイミドアニオンを有する塩の種類と濃度を
変えたこと以外は実施例５－１と同様に非水電解液電池用電解液を調製し、セルを作製し
、電池の評価を実施した。評価結果を表１１に示す。なお、実施例５－１～５－１４、比
較例５－１～５－５の評価結果は、比較例５－１の値を１００とした場合の相対値である
。
【００７３】

【表１０】

 
【００７４】
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【００７５】
　表１１の結果から、ナトリウムイオン電池においても、電解液に上記２価のイミドアニ
オンを有する塩を添加した実施例５－１～５－７は、該塩を添加していない比較例５－１
に対し、高温サイクル特性及び低温出力特性が共に向上していることが確認できた。
　また同様に、１価のイミドアニオンを有する塩を用いる比較例５－２～５－４に対し、
本発明の２価のイミドアニオンを有する塩を同濃度（０．１質量％）含有させた実施例５
－１～５－７では、高温サイクル特性及び低温出力特性が向上していることが確認できた
。
【００７６】
　また、ナトリウムイオン電池においても、Ｐ－Ｆ結合やＳ－Ｆ結合を持つイミドアニオ
ンを有する塩を用いると、より優れた低温出力特性を示すことが確認された。さらに、上
記イミドアニオンを有する塩中のＰ－Ｆ結合やＳ－Ｆ結合の数が多いほど、低温特性がさ
らに向上されるが確認された。
　また、一般式（１）や（３）のＲ１～Ｒ３がフッ素原子、アルケニルオキシ基、及びア
ルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である２価のイミドアニオンを有する塩
を用いると、より優れた高温サイクル特性を示すことが確認された。
　また、一般式（２）や（４）のＸがフッ素原子、アルコキシ基、アルケニルオキシ基、
及びアルキニルオキシ基からなる群から選ばれる有機基である２価のイミドアニオンを有
する塩を用いると、より優れた高温サイクル特性を示すことが確認された。
【００７７】
　また、溶質がＮａＰＦ６と別の溶質が混合された場合においても、２価のイミドアニオ
ンを有する塩を添加した実施例５－８～５－１４では、２価のイミドアニオンを有する塩
を添加していない比較例５－５に対し、高温サイクル特性及び低温出力特性が向上してお
り、同様の効果が得られることが確認された。
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